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ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化

研究開発事業

NEDO事業 公募説明会

今回、公募する課題・テーマにつきましては、赤線で囲みを入れて明示いたしました
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＜注意事項＞

本資料は公募関連書類の注意事項をまとめたものです

応募に当たっては必ず公募要領など、公募ページに掲載された公募関連書類を参照してください



事業背景

METI 令和6年度補正予算の概要より抜粋 (赤枠：NEDO事業部分)

3NEDO事業では、量子コンピューターシステム、部素材、ミドルウェアの研究開発、関連する人材育成を実施



事業スケジュール

①    産業化に向けた量子コンピュータシステムに  
関する技術開発(1/2or2/3 助成)

②-2 産業化に向けた量子コンピュータの部素材の
     高度化に関する技術開発(委託→2/3助成)

③  量子コンピュータの産業利用拡大に資する
ミドルウエアの研究開発(1/2 or 2/3助成)

2025年度 2026年度 2027年度

ハードウｪア開発

ステージゲート

部素材開発

MW開発

⚫ ハードウェア開発 ：2年度目にステージゲート審査実施／2年度分を交付決定

⚫ 部素材、ミドルウエア開発 ：初年度は単年度契約／交付決定

⚫ 人材育成 ：3年間の複数年度契約（ステージゲート：無）
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④  量子コンピュータの産業化にかかる人材育成(委託)

②-1 産業化に向けた量子コンピュータの部素材の
高度化に関する技術開発(2/3助成)

委託助成

部素材開発

人材育成

対 象

点線：予算がつけば延長

今回の公募対象



研究開発計画の主な重要事項
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①助成先は国内法人が原則。（委託先/共同研究先として海外法人が⼊るのは可。

 再委託⽐率50%以下になるように留意の上、国外で⾏うことの必要性を明記すること。）

②産総研G-QuATの施設、装置を可能な範囲で活用すること。また、活用する場合はその内容・

調整状況を提案書に記載すること。

③開発技術に関する知財化や国際標準化の戦略を提案すること。

④システムおよび部素材の開発に用いる重要な部品・材料・装置の調達等における事業リスク分析

（例えば調達予定国のリスト化など）及びその対応策について提案すること。

⑤コア技術の特定、管理、技術流出防止についての計画に記載すること。

 ※他社との共同研究開発や他国における製造能力の増強等、強制的な技術移転のおそれが

あることを知った場合は事前に相談すること。

⑥各開発課題間の連携を促進するため、プロジェクト全体を指導するPLを設置する。

各実施者はPLの下で研究開発を実施することをあらかじめ了解すること。なお、必要に応じて、

 各方式ハードウェアと部素材でSPLを設置することもあり、その場合も同様。



公募要領（公募対象全体に係る留意事項）
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• 2026年度以降の予算は今後予算要求を⾏い確保される予定ですが、予算案等の審議状況や政府方針変更

等により、予算規模は変動することがあります。

• 事業期間は、事業開始日から2027年度末までとし、提案書はこの期間の計画を作成してください。2026年度

にステージゲート審査を実施し、最終年度（2027年度）の継続の可否の判断を⾏う予定です。

• 本事業では、当初設定された予算額に加え、実施期間中の進⾏状況等に基づき、予算上限額の増額を検討す

る場合があります。

• 助成事業の補助率は、中小企業やスタートアップは2/3、それ以外は1/2とします。ただし、部素材開発（課題

②-2）の補助率は一律2/3とします。

• 開発した部素材等の量子コンピュータ以外の応用先が想定される場合、その応用やビジネス化に必要な内容を、

提案の一部に含めることを可能とします。ただし量子コンピュータへの応用は必須です。

• 課題②-2は委託事業と助成事業のハイブリッド型となります。提案書は最初の2年間を委託の書式、最後の1

年間は助成の書式で作成してください。開発初年度は2025年単年度契約を⾏い、以降1年ごとの契約延長、

交付決定の予定となります。

• 本公募については、学術機関等（国公立研究機関、国公立大学法人、大学共同利用機関、法人、公立大学、

私立大学、高等専門学校、ならびに国立研究開発法人、独立⾏政法人、地方独立⾏政法人及びこれらに準ず

る機関）に対する共同研究費を助成対象費用とする場合は、当該研究費については定額助成します。



公募要領（公募対象 課題②-2と留意事項）
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• 本事業は、委託事業と助成事業のハイブリッド型となります。提案書は最初の2年間を委託の書式、最後の1年間は助成の書式

で作成してください。開発初年度は2025年単年度契約を⾏い、以降1年ごとの契約延長、交付決定の予定となります。

• 開発した部素材等の量子コンピュータ以外の応用先が想定される場合、その応用やビジネス化に必要な内容を、提案の一部に含

めることを可能とします。ただし量子コンピュータへの応用は必須です。

以下表の予算規模欄には総額に対する内訳を記載。内訳の範囲内で1件以上採択

対象
金額（億円）

事業期間
2025年度 3年総額

A クライオ電子回路システム 41 179
2025～2026年度:委託

2027年度:助成
B 極低温冷凍システム 31 59

C 超伝導転移端光センサシステム 11 27

課題②-2：産業化に向けた量子コンピュータの部素材の高度化に関する技術開発（委託 *ただし3年目は助成）

今回の公募対象



提案様式（１）
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○：必要、△：該当者のみ必要、－：不要

提出書類
課題

①、②-1、③ ②-2 ④

提案書 

様式1-1 助成用提案書フォーマット ○ - -

様式1-2 委託・助成用提案書フォーマット - ○ -

様式1-3 委託用提案書フォーマット - - ○

様式2  積算用総括表 ○ ○ ○ 

様式3  研究体制表 ○ ○ -

別添1 提案概要説明資料 ○ ○ ○ 

別添2 主任研究者研究経歴書及び若手研究者（40歳以下）数 ○ ○ -

別添2 研究開発統括責任者候補、研究開発責任者研究経歴書、並びに若手研究者数 - - ○

別添3 ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況 ○ ○ ○

別添4 ＮＥＤＯ事業遂⾏上に係る情報管理体制等の確認票（技術流出防止措置） ○ ○ ○

別添5 その他の研究費の応募・受⼊状況 △ △ -

プレゼン10分相当の説明をPPTノート
部分に記⼊。※プレゼン：無

今回の公募対象



提案様式（２）
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○：必要、△：該当者のみ必要、－：不要

提出書類
課題

①、②-1、③ ②-2 ④

別添6 事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料【企業のみ】 ○ ○ ○

別添7 出向者派遣の意向事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料【企業のみ】 ○ ○ -

e-Rad応募内容提案書 ○ ○ ○

会社案内（会社経歴、事業部・研究所等の組織等に関する説明書）【企業のみ】 △ △ △

直近の３年分事業報告書及び直近３年分の財務諸表（原則、円単位：貸借対照表、損益 
計算書（製造原価報告書、販売費及び一般管理費明細書を含む）、株主（社員）資本等
変動計算書）【企業のみ】
※共同提案の場合は各社分を提出願います。※「株主（社員）資本等変動計算書」については、会社法で定める株式会社、
合同会社、合資会社及び合名会社に該当する場合にのみ提出してください。

△ △ △

【当該提案内容に関して、国外企業等と連携している、又はその予定がある場合】は、当該
国外企業等が連携している、若しくは関心を示していることを表す資料 △ △ ○

ＮＥＤＯが提示した契約書（案）（本公募用に特別に掲載しない場合は、標準契約書を指
します）、業務委託契約約款及び特別約款の内容に合意することが提案の要件となりますが、 
【契約書（案）、業務委託契約約款及び特別約款について疑義がある場合】は、その内容を 
示す文書

- △ △

申請提出書類のチェックリスト ○ ○ ○

今回の公募対象



審査項目
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課題②-2
（部素材）

課題④
（人材育成）

1次採択審査
i.   研究開発計画への合致性

 ii.  適切な情報管理体制の確保
 iii. 事業化の実現可能性
 iv.  事業化後の継続可能性

実施しない
施策目的との
合致性等

■審査の特徴：METIによる1次採択審査と、NEDOまたはNEDOが設置する採択審査委員会による2次採択審査を実施

今回の公募対象



審査項目
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課題②-2
（部素材）

課題④
（人材育成）

1次採択審査
i.   研究開発計画への合致性

 ii.  適切な情報管理体制の確保
 iii. 事業化の実現可能性
 iv.  事業化後の継続可能性

実施しない

2次採択審査

i.提案技術の評価 
  ・研究開発計画との合致性、提案内容の新規性
・目標とする技術レベルの難易度・到達時の優位性
・提案開発の実現可能性、提案額・実施期間の妥当性

 i. 研究開発計画への合致性

ii. 提案された方法が優れており内容が妥当であること

iii. 提案内容・事業計画が実現可能であること

iv. 関連分野の人材育成に関する実績を有すること

v. 当該事業を⾏う体制が整っていること

vi. 適切な情報管理体制の確保

vii. 量子技術関連市場への貢献

viii.その他  

  WBL等推進企業に関する認定等の状況など

ix. 総合評価

ii.提案者の能力評価
・開発実績、実施体制の妥当性
・財務能力、経理等事務管理/処理能力

iii.実用化・事業化の評価
・想定する市場規模
・実用化・事業化計画の具体性
・実用化・事業化計画の実現可能性
・国民生活や社会への波及効果

iv.その他
WLB等推進企業に関する認定等の状況など

v.総合評価

施策目的との
合致性等

技術の実用化
観点等含

■審査の特徴：METIによる1次採択審査と、NEDOまたはNEDOが設置する採択審査委員会による2次採択審査を実施
今回の公募対象



審査に関する補足事項／選考スケジュール
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■審査に関する補足事項

・課題②で複数の研究課題をまとめた提案において、部分採択を⾏う場合あり

・採択先の選定は非公開。審査の経過等、審査に関する問い合わせには応じられませんのであらかじめご了承ください

■選考スケジュール

2025年12月1日  ：公募締切

2025年12月中旬（予定）：採択審査委員会（外部有識者による審査）

2026年1月中旬（予定）  ：契約・助成審査委員会

2026年1月中旬（予定）  ：採択先決定

2026年1月下旬（予定）  ：ウェブサイトに公表

2026年3月下旬（予定）  ：契約締結



各種マニュアル
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以下のNEDOホームページより、各種マニュアルをダウンロードすることができます。

https://www.nedo.go.jp/keiyaku/index.html



問い合わせ先
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本公募に関するお問い合わせは、以下のE-mailにて受付けます。

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

AI・ロボット部 加藤（将）、福島

  E-mail：P5G-quantum@ml.nedo.go.jp

審査の経過等に関するお問い合わせには応じられません。 

お問い合わせ内容の内、応募検討者全員に公開すべきと判断される場合は、 

NEDOホームページの公募情報のページもしくはWeb⼊力フォームに掲載いたします。
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